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１ はじめに

　昭和49年秋ごろから地方財政さらにはその危機

についての議論が盛んになってきた。それは地方

財政のあり方から国・地方の財政制度の見直し，

あるいは福祉・人件費論争等今日なお続いている

が，議論の内容としてはもはやでつくしたと思わ

れる。これからはいかにして改革を実施するかに

努力が傾けられなければならない。

　ひるがえって，この20年間地方財政はどうであ

ったか。昭和30年12月，地方財政再建促進特別措

置法が制定された。この法律のポイントである財

政再建団体は当時京都市をはじめいくつかの団体

が指定された。それから今日まで地方財政が必ず

しも安定的に推移したわけではないが，市町村財

政が悪化しても都道府県財政は問題が少ないと

か，地方財政が悪化しても国庫財政から補てんで

きたとか，また40年不況，46年不況時においても

臨時的な財政・金融措置により短期に経済不況の

回復があり，地方財政もまた回復するというよう

に比較的軽症であった。

　しかしながら今回の財政危機は，広くは世界経

済の問題であるが，直接的には国の経済政策の帰

結である。それは国・地方を通ずる財政状況の悪

化となり，しかも短期に克服できる見通しがない

こと，さらに20年間冬眠していたともいうべき再

建法による再建団休問題がでてきたほど深刻なも

のであり，また長洲県知事の２年間トンネル論に

もあるように，長期的展望のたたないところに，

この財政危機が国民的関心事となった理由があ

る。

　既に幾度か述べられているように，本市もまた

この財政危機という渦の中にある。50年度の市税

収入の大巾な減収，さらに51年度の伸び悩み,52

年度以降の低率見通し等，財源増加の期待は全く

もてない。対応する需要は，緊急事件から広く住
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民要望を含めて無限である。このような環境の中

で如何にして50年度,51年度を切抜け，さらに新

しい環境に対応していくか，本市財政の実態と問

題点を検討してみんなで考えてみたい。

地方財政危機の実態と国の対策

入れると，地方財源の47.9％,即ち半分近くが国

への依存財源となっている。

　このような国税の再配分と依存財源の比率は昭

和30年度以降ほとんど変らず，むしろ現行地方財

政制度のまま推移せんか今後ますます高くなるで

あろう。つまり地方財政の構造とくに財源・歳人

構造は本質的に国依存型，逆にいえば中央集権型

構造であって，自主性・弾力性の極めて乏しいも

のである。また地方経費，歳出構造においても,

住民に直結する行政を担当しているうえから人件

費・扶助費・施設運営費等が多く，一面非弾力的

でもある。このような本質をもった地方財政にス

タグフレーションという嵐かかしよせ，その弱

さ，矛盾が一挙に吹き出しだのが今回の地方財政

危機である。

（1）地方財政構造の本質

　昭和48年度の地方則政白書によると，国・地方

合わせての歳出決算総額は256,793億円，そのう

ち国家行政には84,199億円,地方行政には172,594

億円と国の２倍をこえる額が充てられている。一

方48年度の租税収入は国全体で205,391億円，そ

のうち国税は140,478億円，地方税は64,913億円

である。したがって地方財政は17兆円の行政経費

を賄うのに６兆円の地方税という自主財源をも

ち，またこの比率は35.6％にあたる（表1）。さ

らに地方財源をみると，国税の再配分としての①

地方譲与税1,797億円,②地方交付税31,318億円，

③国庫支出金38,007億円，合計71,122億円，構成

比38.9％，これに現在の許可制度による地方債を

表―1　昭和48年度　財政構造比較

　昭和48年度地方川政決算を普通会計についてみ

ると，地方公共団休3,344のうち実質収支におい

て123 団体が赤字となり，そのうち12の市町村が

再建団体となっている。49年度はまだ明らかでな
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投資的経費には，出資金及び貸付金を含む。
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いが，少くとも総需要抑制策，インフレ，30％に

も及ぶ給与改定等により財政の実質的な悪化は一

段と進んだものと思われる。あえて実質的という

のは49年度では地方税減収や財政需要増嵩に対す

る地方財政措置として，国は48年度国税増収に対

応する地方交付税精算分2,691億円を，本来50年

度に交付すべきところを49年度に繰上げ交付する

という特例措置をとったからである。これにより

多くの団体は赤字決算をまぬがれたであろう。本

市としても例外でなく，推計52億円の特例分によ

り黒字決算となっている。

　50年度に入り地方財政の危機は国全体の財政危

機となった。今その実態と対策をいくつかの計数

からみてみよう。

ア。国税・地方税の状況（計画と実績）

　国は毎年度，翌年度の経済見通しをたて，予算

編成方針にもとづいて予算を編成する。同時に地

方財政に対する最終責任という立場から地方財政

計画を策定する。これら両者によって国・地方を

通ずる財政規模はきまる。そして既に述べたとお

表―2　国税と地方税の予算額と決算額の累年比較

国税は，租税および印紙収入の額
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り，これを賄う財源の80％は国税，地方税であ

る。したがって主体となる租税収入の見込が変

動，とくに減収となるときには，必然的に国債・

地方債等他に収入を求めるか，歳出需要を削減せ

ざるをえない。表２は昭和40年度以降の国税・地

方税の当初見込と決算の状況であるが，少くとも

この10年，ほんの例外を除いては，当初見込を何

れも上廻る決算収入となっており，国と地方のや

りとりはあったものの，全体としては給与改定，

その他の年間の追加需要にも耐えてきた。

　ところが50年度に入り状況は急変した。国税は

当初予算を22％も下廻る38,790億円の減収見込，

地方税は12％も下廻る１兆円以上の減収見込，し

かも地方財政では国税減収に伴う地方交付税の減

が１兆円以上出る見通しになった。本市において

も当初市税収入見込1,443億円に対して7.5％下廻

る108億円の減収が現在見込まれている。

イ．国の財政危機対策

　国は当面50年度対策として次のような措置をと

った。表３にみるとおり歳出では第４次不況対策

としての公共事業費等4,211億円，国家公務員給

与改定費1,943億円，臨時地方特例交付金，交付

税会計借入利子等422億円，その他の追加と，一

方国税減収に伴う地方交付金の減額１兆１千億円

と合せ，合計4,516億円の減額規模となり,49年

度当初予算に比べての伸び率は当初の44.5％から

21.9％増に落込んだ。

　これに対して歳入面では租税・印紙収入が当初

見込の17兆円から38,790億円減収する見通しとな

り，とくに法人税２兆１千億円，所司税１兆２千

億円の減収となっている。さらに専売公社納付金

等の減があるため，建設国債11,900億円，赤字国

債22,900億円計34,800億円の国債増発で補てんす

る結果となった。この結果，歳入の国債に対する

依存度は当初の9.4％から戦後最高の26.3％には

ね上った。40年度以降わが国の財政は，建設国債
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は抱えたものの，人件費や事務費等の経常支出の

充当財源即ち赤字国債に依存せざるをえなくなっ

たのは今回の補正がはじめてである。

　地方財政対策としては，表３のとおり国の補正

予算により措置するとともに，表４のように地方

財政計画を改定した。表５により概要を述べる

と，まず地方税の減収は10,632億円，内容として

は道府県税7,666億円（16.8％）,市町村税2,966億

円（6.9％）で，とくに法人関係で9,542億円（30

％）の減収となっている。この地方税減収額は全

額地方債により措置することとなった。

表―3　50年度一般会計補正予算案
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　次に地方交付税の減額分については,11,005億

円を全額資金運用部資金より借入れ,53～60年度

の８ヵ年に財政状況を勘案しつつ返済することと

し，また給与改定等の追加財政需要415億円を運

用部資金借入れ及び一般会計臨時特例交付金によ

り交付税措置することとしている。

　さらに第４次不況対策としての公共事業補正に

伴う地方負担分2,000億円は全額地方債とするこ

と，給与改定費について一般行政費からの振替及
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び節減2,333億円がある。

ウ，国の地方財政対策の問題点

　以上の50年度地方財政対策は計画上いちおう計

数的に符合はするものの，多くの問題を含んでい

る。

　その第１は今回の措置の殆んどがすべて地方債

という地方団体の借金で切抜けさせようとしてい

ることである。地方債は今回の追加により当初と

合せて24,860億円となり，歳入総額に占める構成

比，即ち地方位依存率は当初の5.9％から一挙に

11.3％へ増大する。この比率は47年度8％,48年

度7.4％,49年度5.9％の推移からみても,また10

％を超えた例はこの20年間なく，今回の地方財政

危機を物語っているのではなかろうか。さらに前

表―5　昭和50年度国補正予算の地方財政対策

述の交付税特別会計の借入れ11,200億円を加える

とき，地方財政は50年度単年度で３兆６千億円も

の負債を生じることとなり，これによる後年度負

担は今後の経済成長を考えるとき，一段と厳しい

ものになるであろう。

　問題の第２は給与関係費が78,578億円となり，

地方税収入78,218億円を上廻ったことである。も

ちろん普通会計といえども地方団体の人件費財源

はすべて地方税ではないが，ともかく給与関係費

が地方税を上廻ったのは昭和30年前後以来のこと

である。したがって地方財政全体でみる限り，こ

の傾向は今後の財政運営上いわゆる硬直化の最大

の要素となるであろう。

　開題の第３は，地方財政計画はあくまで国が標
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準的地方財政の運営という前提で算定したもので

あって，それは想定の域を脱せず，現実の地方財

政とはかけ離れている。例えば地方税にしても，

国のいう標準税収入と地方団体の標準時における

実収入とは，表１にみるように差があり，したが

って全国の地方税の減収も，地方財政計画上の減

収と地方団体の実態としてのあるべき収入と実収

入との減収とは相当異なるものと思われる。（例

えば本市の減収見込は108億円であるが，自治省

算定では30億円ぐらいとなる見込である）。さら

に従来標準税収入と実収入との差によって地方団

体独自の施策を行ってきた例が多いが,50年度は

その分の減収についてはなんら措置されないため

福祉あるいは単独事業等で執行抑制しない限り，

その分は当然実質的な赤字の要因となる。

３ 本市財政の現状と問題点

　地方公共団休の財政運営の中心となる毎年度の

予算の編成は，政策面は別にして，基本的には国

の経済見通し，国の予算，地方財政計画，地方債

計画等の方向，内容を充分に勘案して行わざるを

えない。それは現制度における地方財源の構造が

国依存型であることからである。

　本市の50年度当初予算は，統一地方選挙との関

係から，本年５月に総合予算として成立した。一

般会計で総額2,791億円，（対49年度当初比25.4

％増），同予算24.5％,地方財政計画24.1％,と

の均衡にも配慮して編成された。中心財源の市税

では年間収入見込を1,443億円（20％増）とし，

当初では1,324億円を計上，留保120億円をもっ

て，年間の給与改定，施設運営費及び建設事業費

等の追加需要に充てるという財政計画であった。

(1)実行予算への補正

　表2にみるように，国税・地方税の減収は本市
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においても例外ではない。全国的に地方税の減収

は法人関係で圧倒的であるが，本市の場合はもと

もと法人の構成比は低い。したがって，減収率は

30%弱，額において30億円余となる見込である。

しかし本市市民税の主体である個人においては，

49年度の実質給与所得の伸びなやみ及び土地取引

の減による分離譲渡所得の減により,70億円を超

える減収はさけられない状況となった。

　以上のように合計108億円の市税減収という前

提のもとに,12月補正予算は編成された。一般・

特別・企業16会計において総計156億円の補正予

算となった。そのうち一般会計では80億円であ

る。

　内容としては表６にみるように，給与改定等に

伴う人件費67億円，物件費26億円，単独事業16億

円等の追加とともに，公共事業の認証決定に伴う

減額補正37億円を行った。

　今回補正予算の性格は，事業内容からみて，現

計防衛予算ともいうべきものではなかろうか。老

人医療，生活保護等の実態に合わせての補正，中

小企業対策金融措置，学校その他の施設運営費の

不足額の追加等は，既定計画による行政水準を守

る立場からの補正である。さらに建設事業におい

ても，一部の公共認証減はあるものの，できうる

限り既定計画事業の実行を図った。

　その結果49年度最終予算との比較でみるとおり

　（表６①，②），各構成比及び増率において49年

度とほぼ同じ事業比率を保持させえたのである。

　さらに現計防衛の一面として，財源をみると，

今回補正の市税はわずか８億円弱,49年12月補正

においては実に140億円の市税財源を追加してい

る。TtT税収入見込1,335億円は対49年度比10.8％

　（48:49～29.5％）である。したがって市税減収

に伴う補てん債30億円，特別交付税等を見込む地

方交付税26億円及び繰越金等で今回補正財源を編

成した。
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表―6　昭和50年12月補正予算総括（一般会計）
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（2）今後の財政運営

　以上のようにして編成された今回の補正予算を

通じて50年度，さらには51年度以降への問題点等

を考えてみよう。

　まず人件費，歳出総額中の構成比は50年度現計

で23.9％,49年度最終予算の24.3％よりは低いも

のの，ここ数年来22％台を占めてきたこと，さら

に51年度以降の財政規模に対応する人件費の必然

的な増を推計するとき，配慮を要する点である。

また公債費についても，46年度以降の市債の急増

や,50年度の減収補てん債，51年度の地方財政対

策を考慮するとき，財政負担の急増は避けえられ

ないであろう。さらに物件費等については，生活

保護，老人医療，障害児対策から乳幼児保健等の

決定あるいは施策としての福祉関係費の当然増，

学校・保育所・老人ホームその他行政施設の運営

費の増はずいれも義務的ともいえる経費であり，

管理事務費の節減にも限界があろうため経費の総

額と構成比は一段と増すであろう。したがってこ

の種の経費については，今後，行政目標，効果，

方法等について最も創意工夫の要請されるもので

あり，また経費配分の厳選，事業の打切り転換の

激しく行われる分野とならざるをえない。また財

政分析の上でも経費の性格，行政目標別等につい

て一段と工夫，研究を要する点である。

　建設事業についてみよう。45～49年度５ヵ年に

おける普通会計ベースでの投資経費は総計3,064

億円であった。表７にみるように,45年度345億

円から49年度884億円にいたるまで年平均3.5％と

いう伸び率を示している。この間の事業として

は，毎年20校にも及ぶ小・中学校新設用地の取得

及び建設，各年10ヵ所の保育所建設，2ヵ所の消

防出張所・車両の整備，旭・港南・南戸塚じんか

い工場の継続的建設，公営住宅の建設5,000戸余，

さらに道路・幹線街路整備等いわば毎年度定着的

事業ともいうべきものを着実に実施してきた。さ
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らにこの間，地域住民待望の地区センター，老人

医療施設，教育文化セソター等め建設をはじめ，

区出張所・上本事務所等の行政管理施設の整備も

図ってきた。

　しかしこれからはどうであろう。表７にみる49

年度対50年度の公共・単独事業費ではそれぞれ

9.4％,15.7％の増を示している。平均11.5％。

しかもこれを維持するのには前述のように赤字も

覚悟してである。このような状況で51年度以降を

考えるとき，まず定着的事業の従来の実行ライン

を守れるかどうかが問題となってくる。また地区

センター，地域図書館あるいは体育館等に対する

住民要望も強い。また定着的といわれる事業につ

いてもその量の拡大が望まれている。したがって

これに対応する財政運営ではまず事業選別，優先

度の基準を明確にしなければならない。たんに国

補助金がつくからとか，市債が充当できであろう

からとかいう財源因果関係ではなく，これからの

行政は何からやるべきかについての基準を確立

し，その上にだっての予算の編成という形になら

ざるをえない。またその基準は市民の納得のゆく

ものであることが必要である。

　具体的には総合計画，5ヵ年指標についての各

年度における行政需要の設定であり，さらにそれ

を各年度の財源構成，総額との関連で財政需要と

して調整していくことであり，ここに企画部門と

財政部門との新しい予算編成のあり方が実現され

るべきではなかろうか。

　公債費については幾度か述べた。ただ起債が本

来特定経費に充てるための財源とか，後年度住民

との負担公平論とかのほかに，最近の不況期にみ

られる減収補てん特別措置から,さらに発展（？）

して恒常的に一般財源構成となることもありうる

状況も加わって，公債費の増は避けえられないで

あろう。

　最後に繰出金である。50年度現計で総額29,921

調査季報48－75.
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百万円（10.4％）となり，内容としては昭和62年

度までの再建計画にもとずく交通会計への繰出金

2,275百万円，建設中の高速鉄道会計へ5,389百万

円，さらに建設整備中でもありまたそれに伴う公

債費，減価償却費の増嵩する下水道会計へ11,962

百万円，収入の伸びない病院・国保会計等何れも

増加が著しい。市立大学会計は4,481百万円とな

っている。これらの事業は建設計画が既に定まっ

ているもの，あるいは需要増に対応して収入の伸

びないものが殆んどであるため，受益者負担のあ

り方をめぐって，また今日の一般会計を中心とす

る財政危機の中で今後いかに対応していくかが大

きな問題点である。

これからの地方財源とその対策

負担の生じている事業こそ地方自治体の最も緊急

を要する行政であり，それらは小・中学校や保育

所の建設であり，保健所や社会福祉施設の運営で

ある。

　次に地方交付税であるが，昭和48年度に交付を

受けた団体は3,272団休，じつに全地方公共団体

の98.5％であった。またその交付総額は3兆1,318

億円，国税収入の22％,地方税に対して48％にも

及ぶ。たしかに地方交付税制度が地方財源の保障

と調整の制度としての存在意義はあるものの，近

年のように総額が増加してきたこと，地方財源と

してのウェイトが高まってきたこと，また交付調

整団体が98％にも及ぶことを考えるとき，この制

度が国庫補助金とならんで地方行財政の統制手段

としての位置づけを高めてきたといえないであろ

うか。

(1）財源配分の問題点

　現行制度における地方財政の依存財源は国庫支

出金と地方交付税に代表される。もちろんその原

資は国税である。この配分について地方自治体の

立場から問題点をとり出してみよう。（表1）

　まず国庫補助金であるが，地方財源の中では地

方税に次ぐ主要財源である。この点は年々高くな

りまたその事業目的も変化してきている。具体的

には上木等の建設事業，特に産業道路等を中心と

する社会的生産手段整備のための傾斜配分が著し

い。さらに補助率・補助対象についても生活環境

施設整備事業等に比べて高い。この傾向は地方交

付税算定の動向にもみられている。また最近は，

大都市行政の利益拡散効果とか，全国的行政水準

の確保のためとか，国庫補助金の性格づけを添加

するむきもあるが，地方行政は地域問題である。

地域問題は住民の生活・地方産業のレベルから発

生してくるものである。それは国庫補助金の意図

する政策とは必ずしも合致するものではない。さ

らに地方超過負担の問題がある。しかし現在超過
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（2）これからの地方財源

　既に幾度かいわれていることであるが，地方財

政の改革は基本的には国と地方の税源配分を改め

て自主的な地方税源の拡充を図ることであろう。

例えば所得税の地方への大巾移譲，法人税の配分

変更がある。これらは税収入額の大きいこと，税

負担の公平が図られること，住民負担とその使途

がより明確になることから，地方行財政への関心

がより高まるであろう。ただこれらは直ちに地方

交付税制度に影響を与え，また経済力の地域格差

から地方団体の財政調整も必要である。したがっ

て交付税そのものも新しい型に改めねばならな

い。そしてそれは基準となるべき財政需要は地方

の実態を充分勘案して算定し，いわゆるシビルミ

ニマムを保障しうる交付税制度でなくてはならな

い。

　いずれにしても地方税源の拡充は地方自治体の

積年の宿願ともいうべきものである。しかしなが

ら地方団体の徴税能力，個々の団休の徴税方式の



影響，経済力の地域格差にもとづく財政力の相

違，不況期の減収等問題は多い。目標や理想はそ

れとして，地方自治体においては着実に一歩々々

近づけるべく不断の研究と努力が望まれていると

ころである。

　既に本市においても39年に法定外普通税として

商品切手発行税を制定し，福祉，とくに身体障害

者対策事業の促進を図り，また49年には市民税法

人税割の超過課税を実施し，木造校舎の鉄筋改築

を行っている。とくに後者は各市にひろがり，ま

た地方税制として定着化の感さえいだかせるにい

たっている。

　また最近各地方団体においても新財源として超

過課税・法定外普通税の検討が真剣に進められて

いる。

(3）受益者負担と負担の公平

　受益者負担の制度とは一般に行政サービスの提

供によりその便益が個々の特定個人に帰着し，し

かもそれぞれの受益度をはかれるものについて，

各々の受益度にしたがって個々の利用者から求め

る代償であり料金，使用料・手数料等がこれにあ

たる。

　行政サービスのうち特定個人に便益を与えるも

のについて，そのサービス提供に要する費用を住

民全体が負担する税収入で賄うというのでは，住

民全体の負担で特定の利用者に利益が与えられる

ことになり，また，受益度がそれぞれ必ずしも同

一でないから受ける便益の程度にしたがって負担

を求めるのでなければ不公平な結果となる。受益

者負担の意義は個々の利用者・受益者にその受益

度に応じて負担を公平に配分するところにある。

　また特定の個人に便益が帰着する場合にその費

用を住民全体が負担する税収入に求めると特定の

利用者が他の負担で便益をうﾅることになり，時

にその需要が急増することもあり，それに応ずる

調査季報48－75.12

ためには行政の量を必要以上に増加させねばなら

ない。したがってその増量分を税収入で賄わねば

ならないため，他の行政用途に充てるべき税収入

がそれだけ圧縮されることにもなりかねない。し

かし受益度にしたがって代償が求められると利用

者は受益度と支払う代償とのバランスを計算する

であろうから，そのような問題も除かれるであろ

う。受益者負担制度はこうした資源配分面で価格

の機能をも果しているといえよう。

ア。受益者負担による補完課税

　一般に租税体系は，主要な条件として担税力に

合致した課税を行うとされている。行政サービス

は社会全般に広がり，すべての住民に便益が及

び，社会の構成員全体でそれに必要な財源を租税

の形で分担すべきであるが，負担の配分について

は各々の負担能力にしたがって負担を求め負担公

正の要請に応えるのを原則としている。

　しかし前述のように特定の個人の便益に供する

サービスについては，各々の受益度にしたがって

租税負担を求めという方式でかえって負担公正の

要請に応じられる。そこで租税体系は各々の負担

能力に応じた課税を軸としつつ，受益度を基準に

する課税で補完するように編成されている。道路

関係諸税等は後者にあたるであろう。

イ．受益者負担額のきめ方

　受益者負担の額を単に費用に求めるとするなら

ば，企業に準じて減価償却費・建設利子・維持管

理費から算定することとなる。しかし行政サービ

スには便益は特定の利用者に与えるがその効果が

個人の枠をこえて広く住民に及んでいくものもあ

る。またある種のサービスについては，所得再分

配の配慮を加えねばならないというような問題が

ある。

　したがって，原則としては，受益度に応じて個

々の利用者に求める負担と，住民全体が負担する

即ち税収入にその財源を求めるものとがでてく
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る。行政サービスの中には便益のある部分は直接

個々の利用者に帰着するが，さらに便益のその他

の部分は住民に広く拡散する場合があり，必要な

財源のすべてを受益者負担に求めなければならな

いということはない。例えば地方公営企業法第17

条の２第１項である。独立採算制，受益者負担制

度の考え方によりながらもその効果が住民全体に

広がっていく部分については税収入で補てんする

ものである。

ウ。本市財政における受益者負担

　受益者負担については，その本質が財政的にみ

るならば，税負担の公平・資源の効率的な配分に

あり，またその根拠は効率性，公平性，収入の合

理性にあるともいわれる。さらに受益者負担の近

年の問題点としてその範囲が次第に拡大され受益

と負担の関係が必ずしも明確にされていないこ

と，またその負担額の増大が著しくなっているこ

と，さらに行政サービスの準公共財的性質の拡大

も加わって，受益者負担の増加が物価に波及し，

国民の実質所得減につながるという間接的負担論

もでている。私自身は未だに勉強中であってこの

ことについての明確な答えがない。ただ本市の実

態として既に本年９月議会においていわゆる公共

料金といわれる公営企業関係の料金改訂がなされ

た。次いで12月議会では一連の受益者負担金の改

訂がなされた。今後さらに各種の負担について検

討を続けなければならないが，やはり基本となる

のは市民全体の中での負担の公平ではなかろう

か。

おわりに

　現在（12月21日）国では予算編成の大詰めをむ

かえている。対前年比13％から14％へと原案が変

っているようだ。地方財政にとっては各省予算の

動向もさることながら，何といっても51年度は地

30

方財政対策，財源不足３兆円の措置が如何になる

かが焦点である。勿論３兆円は国ベースでの算定

であるから現実の地方の需要の実態に対応する不

足財源は４兆円以上かもしれない。

　本市もまた51年度予算の編成中である。かりに

国予算と同様に14％増とすれば増額は400億円近

くとなる。既に述べたように，これに対応する市

税は強気にみて130億円，他の270億円は市債その

他をどう見込むか。このように規模的にも財源的

にもここ20年間かつてない状況となった。したが

って繰返すが，基本的にはこれからの財政運営は

量入制出原則にもどらざるをえないことも考えら

れる。つまり国，地方を通ずる財政状況にあった

予算を編成しなければならず，その中で市民直結

部分について如何に弾力的に運用していくかが，

効率性を決定するであろう。そこでは人件費の弾

力性等は全く考えられない。
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